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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載していない。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

４ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基

準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準適用指針第４号)を適用している。 

  

回次 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 115,774 138,706 120,836 130,523 123,000

経常利益 (百万円) 1,627 3,199 4,416 5,928 5,522

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) 1,098 △9,433 5,344 2,186 1,720

純資産額 (百万円) 54,300 43,255 48,292 50,457 51,968

総資産額 (百万円) 105,492 89,723 92,480 96,958 95,575

１株当たり純資産額 (円) 599.03 477.16 533.02 556.99 573.78

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
当期純損失(△) 

(円) 12.12 △104.31 58.99 24.14 18.99

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 51.47 48.21 52.22 52.04 54.37

自己資本利益率 (％) 2.00 ― 11.68 4.43 3.36

株価収益率 (倍) 23.60 ― 6.36 19.06 22.59

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,452 3,185 6,992 11,068 11,718

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △7,727 △8,739 △2,473 △14,349 △8,211

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,003 2,921 △4,605 3,103 △3,519

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 4,936 2,304 2,091 1,914 1,902

従業員数 
(  )内は期末臨時 
従業員数で外数 

(人) 
3,419 
  

2,752
  

2,614
  

2,576 
(613)

2,427
(328)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載していない。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

４ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基

準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準適用指針第４号)を適用している。 

  

回次 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 94,347 114,724 117,036 126,408 120,088

経常利益 (百万円) 515 1,646 3,934 5,752 5,874

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) 706 △6,885 5,009 2,172 2,067

資本金 (百万円) 8,518 8,518 8,518 8,518 8,518

発行済株式総数 (千株) 90,655 90,655 90,655 90,655 90,655

純資産額 (百万円) 48,024 40,857 45,898 48,045 49,923

総資産額 (百万円) 83,466 84,903 88,156 93,390 93,089

１株当たり純資産額 (円) 529.79 450.92 506.59 530.36 551.20

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
2.00 

(―)

―

(―)

―

(―)

2.00 

(―)

2.00

(―)

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
当期純損失(△) 

(円) 7.79 △75.97 55.29 23.98 22.82

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.54 48.12 52.07 51.45 53.63

自己資本利益率 (％) 1.44 ― 11.55 4.62 4.22

株価収益率 (倍) 36.71 ― 6.79 19.19 18.80

配当性向 (％) 25.68 ― ― 8.34 8.76

従業員数 
(  )内は期末臨時 
従業員数で外数 

(人) 
2,247 
  

2,323
  

2,312
  

2,286 
(520)

2,291
(291)



２ 【沿革】 

提出会社は、愛知時計電機株式会社の航空機部門が分離独立して、昭和18年２月商号を愛知航空機株式会社として

発足。昭和21年３月商号を愛知起業株式会社と変更、昭和24年５月企業再建整備法により、新愛知起業株式会社とし

て再発足、その後昭和27年12月商号を愛知機械工業株式会社と改称し、現在に至っている。 

  

(昭和19年11月 株式会社津村機械製作所(現 連結子会社 愛知機工株式会社)の全株式を取得) 

昭和22年４月 三輪自動車「ヂャイアント号」及び各種発動機生産開始 

昭和24年５月 企業再建整備法により、資本金60百万円をもって新愛知起業株式会社を設立 

昭和26年９月 本店を名古屋市東区東新町７番地の２から名古屋市熱田区南一番町１番10号に移転 

       名古屋証券取引所に上場 

昭和27年７月 東京証券取引所に上場 

昭和27年12月 商号を愛知機械工業株式会社と改称 

昭和28年７月 大阪証券取引所に上場 

昭和30年２月 永徳工場を名古屋市から譲り受け 

昭和31年１月 愛知機器株式会社(平成18年４月に株式会社アイキテックに社名変更 以下同じ)の設立に参加 

昭和34年11月 軽四輪自動車「コニー３６０」生産開始 

昭和37年11月 日産自動車株式会社と技術提携 

昭和40年３月 日産自動車株式会社と資本参加を含む業務提携 

昭和41年２月 「サニー」用エンジンおよびマニュアルトランスミッション生産開始 

昭和45年２月 「サニートラック」生産開始 

昭和52年４月 松阪工場操業開始 

昭和53年７月 「バネット」系車両生産開始 

昭和58年12月 港工場操業開始 

昭和60年１月 本店を名古屋市熱田区川並町２番20号に変更 

昭和60年11月 大江工場操業開始 

平成２年10月 ＰＭ優秀事業場賞受賞(熱田工場・松阪工場) 

平成３年12月 津工場操業開始 

平成５年８月 伸和精工株式会社(現 連結子会社)の株式を取得 

平成７年11月 ＴＰＭ特別賞受賞(熱田工場・松阪工場) 

平成９年３月 ＩＳＯ９００２認証取得(熱田工場・松阪工場・津工場) 

平成９年８月 新本社社屋竣工 

       本店を名古屋市熱田区川並町２番12号に移転 

平成10年２月 愛知機器株式会社がアメリカ合衆国にリッチモンド・オート・パーツ・テクノロジー・インコーポ

レーテッドを設立 

平成10年９月 ＣＶＴ生産開始 

平成10年10月 ＴＰＭ優秀賞受賞(工機部) 

平成12年３月 日産自動車株式会社が当社株式保有比率を41.4%に引き上げ 

平成13年１月 非連結子会社 エーケーノースアメリカコーポレーションをアメリカ合衆国に設立 

平成13年３月 港工場の操業を停止し、車両事業から撤退 

平成13年５月 ＩＳＯ９００１認証取得(全社) 

平成13年11月 ＱＳ９０００認証取得(全社) 

平成15年３月 大阪証券取引所の上場廃止 

       愛知機器株式会社の株式を一部売却し、同社と同社子会社であるリッチモンド・オート・パーツ・

テクノロジー・インコーポレーテッドを当社の連結子会社より除外 

平成15年12月 港工場跡地を売却 

平成16年１月 ＩＳＯ１４００１認証取得(全社) 

平成16年８月 日産自動車株式会社とルノーが世界戦略エンジンとして共同開発したＨＲエンジン 

       の生産開始 

平成17年10月 愛知機工株式会社が、株式会社ヨロズが設立した子会社である株式会社ヨロズ愛知に対し、土地・

建物を除き営業譲渡 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び連結子会社５社並びに非連結子会社(持分法非適用)１社で構成され、当社の親会社であ

る日産自動車株式会社などの国内外自動車関連メーカーへのエンジン、マニュアルトランスミッションなどの製造・

販売を主要な事業としている。 

愛知機工株式会社は、平成17年10月１日に株式会社ヨロズが設立した子会社である株式会社ヨロズ愛知に対し、土

地・建物を除き営業譲渡したため、不動産の賃貸及び管理が主な事業となった。これにより同社の種類別セグメント

が自動車関連事業からその他の事業に変更となった。 

  

当社グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりである。 

  

(自動車関連事業) 

当事業においては、エンジン及びマニュアルトランスミッションなどの自動車部分品の製造・販売を行なってい

る。 

[当事業に属する会社名] 

愛知機械工業㈱、伸和精工㈱、エーケーノースアメリカコーポレーション 

  

(その他の事業) 

運送業など営業付随業務を行なっており、少額ではあるが当社グループ外への売上がある。 

[当事業に属する会社名] 

愛知機械テクノシステム㈱、愛知機工㈱、㈱アイ テクニカ、エーケー・トランスポート・サービス㈱ 

  

  



当社グループの事業を事業系統図によって示すと次のとおりである。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注)１ 親会社は、有価証券報告書を提出している。なお、当社の親会社による被所有割合は100分の50以下であるが、実質的に支

配されているため親会社となっている。 

２ 株式会社白鳥については、平成17年９月30日に当社が所有していた全株式を同社の取引先である三甲株式会社に売却し

た。この結果、同社は当社の連結子会社でなくなった。 

３ 愛知機工株式会社については、平成17年10月１日に株式会社ヨロズが設立した子会社である株式会社ヨロズ愛知に対し、

土地・建物を除き営業譲渡し、不動産の賃貸及び管理が主要な事業となった。 

会社名 住所 資本金
(百万円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の所有
(又は被所有) 
割合 
(％) 

役員の
兼務等 

資金
援助 営業上の取引 設備の

賃貸借 

(親会社)          

  
  
日産自動車㈱ 
  

  

横浜市神奈川区 605,813 自動車及び部品等
の製造・販売 (被所有)41.7

兼任１名
転籍７名 無

エンジン及びマニュア
ルトランスミッション
の受託製造・販売並び
に自動車部分品製造・
販売 

無 

(連結子会社)         

愛知機工㈱ 名古屋市港区 100 不動産の賃貸及び
管理 100.0

兼任１名
転籍１名 無 なし 無 

愛知機械テクノ 
システム㈱ 名古屋市港区 80 搬送用機械の製

造・販売 100.0
出向２名
転籍１名 無 搬送用機械部品の購入 有 

㈱アイ テクニカ 名古屋市港区 30 自動車部品の設計
開発 100.0 転籍３名 無

自動車部品の設計 
開発委託 有 

エーケー・ 
トランスポート 
・サービス㈱ 

名古屋市港区 10 運送・倉庫業 100.0 転籍２名 無
運送・梱包作業の 
委託 有 

伸和精工㈱ 三重県いなべ市 10 自動車部分品の製
造・販売 100.0

兼任１名
転籍２名 有 自動車部分品の購入 有 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員(当社グループから外部への出向者は除き、グループ外からの出向者を含むほか、常用パート、嘱託を含

む)である。また、臨時従業員は(  )内に期末時点の人員を外数で表示している。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であり、臨時従業員は(  )内に期末時点の人員を外数で表示している。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社の従業員は愛知機械工業労働組合に加入している。 

愛知機械工業労働組合は全日産・一般業種労働組合連合会を上部団体として、全日本自動車産業労働組合総連合

会を通じて日本労働組合総連合会に加盟している。会社と組合は、労使の相互信頼を基調とし、正常かつ円満な関

係にある。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

自動車関連事業 2,349 (322) 

その他の事業 78  (6) 

計 2,427 (328) 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

      2,291 (291) 41.8 19.6 6,917



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当社グループ(当社及び当社連結子会社)の売上高に占める自動車関連事業の売上高の割合が90%超であるため、事

業の種類別セグメント情報の記載を省略している。 

また、当社グループには、本国以外の区分に属する国又は地域に所在する連結子会社及び支店がないため、所在

地別セグメントの記載を省略している。 

  

当連結会計年度のわが国経済は、原油価格の高騰や原材料価格の上昇など、景気後退の懸念材料があったもの

の、企業の収益改善、設備投資の増加に加え、雇用・所得環境の改善により個人消費も緩やかに回復し、景気は堅

調に推移した。 

  

自動車産業においては、国内販売は、自動車ＮＯx・ＰＭ法規制に伴うトラックの代替需要の増加や、軽自動車販

売が増加した一方、普通乗用車の販売が伸び悩んだことから、軽自動車を除く国内販売台数は、前連結会計年度を

0.7％下回る391万3千台となった。 

  

このような状況下において、当社グループは、平成15年度から平成17年度までの３年間の中期経営計画の最終年

度として、諸活動を積極的に推進し、自動車用エンジン、マニュアルトランスミッションなどのユニット専門会社

として、業界トップレベルの品質と収益力の実現に向けて鋭意努力するとともに、日産グループが総力を挙げて取

り組んだ「日産１８０」の最後のコミットメントである「グローバル１００万台増販」に対して、当社グループが

生産するエンジン、マニュアルトランスミッションの供給責任を果たしてきた。 

  

売上高を製品別にみると、エンジンについては、日産自動車株式会社国内向け「ティーダ」、「ノート」、「ウ

イングロード」並びに中国向け「ティーダ」に搭載したＨＲエンジンが好調に推移したことにより増加し、576億円

(前年度比6.1％増)となった。 

マニュアルトランスミッションについては、日産自動車株式会社輸出用「ピックアップ」搭載分、及びマツダ株

式会社向けが減少したことなどにより、256億円(前年度比19.0％減)となった。また、自動車部分品ほかについて

は、ＣＶＴが減少したことなどにより、397億円(前年度比10.8％減)となった。 

この結果、当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ5.8％減の1,230億円となった。 

  

損益面においては、コスト低減などの効率化・合理化に取り組んだものの、売上高の減少などにより、当連結会

計年度の営業利益は55億円(前年度比6.8％減)、経常利益は55億円(前年度比6.8％減)となった。また、輸出用ＣＶ

Ｔの不具合による製品補償損失を特別損失として計上したことにより、当期純利益は17億円(前年度比21.3％減)と

なった。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は19億円となり、前連結会計年度末に比

べ微減(前年度比0.6％減)となった。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と増減の要因は次のとお

りである。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は117億円となり、前連結会計年度と比べ6億円(5.9％)増加し

た。これは主に、未払費用が増加した一方で、税金等調整前当期純利益が減少したことによるものである。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は82億円となり、前連結会計年度と比べ61億円(42.8％)減少

額が縮小した。これは主に、有形固定資産取得による支出が減少したことによるものである。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は35億円となり、前連結会計年度と比べ66億円減少した(前連

結会計年度は31億円の資金の増加)。これは主に、有形固定資産取得による支出が減少したことにより、短期借入金

の返済を進めたことによるものである。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 上記の金額の算出基礎は、工場渡し標準販売価格による。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注状況 

エンジン及びマニュアルトランスミッションなどは、日産自動車株式会社などより３ヶ月ごとの生産計画の内示

を受け、これに基づき生産能力等を勘案して生産計画を立て、生産を行っている。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりである。 

  

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

自動車関連事業 124,188 93.87

その他の事業 1,334 109.17

計 125,523 94.01

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

自動車関連事業 121,665 94.10

その他の事業 1,334 109.17

計 123,000 94.24

相手先 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

日産自動車㈱ 105,617 80.92 108,676 88.35



３ 【対処すべき課題】 

今後のわが国経済は、原油価格や為替動向などの先行きに不透明感があるものの、企業収益の改善と個人消費の緩

やかな回復により、景気回復が続くと思われる。また、欧米や中国を中心としたアジアの景気についても、引き続き

堅調に推移するものと思われる。 

  

自動車産業においては、国内販売は、自動車保有期間の長期化傾向が伸長するなかで、自動車メーカー各社の新型

車投入やモデルチェンジにより、小型車・軽自動車を中心として販売競争がさらに激化するものと思われる。一方、

輸出については、米国や中国経済に支えられ、引き続き堅調に推移するものと思われる。 

  

このような環境のなか、当社グループは、日産グループが一丸となって取り組んでいる中期経営計画「日産バリュ

ーアップ」に大きく貢献できるよう、平成18年度を初年度とする新たな３年間の中期経営計画を策定し、現場力・品

質水準・技術開発力の向上、並びにコスト低減などによる競争力の強化や、新規受注による拡販などにより、業界ト

ップレベルのユニット専門会社を目標に邁進していく所存である。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがある。 

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成18年６月29日)現在において当社グループが判断し

たものである。 

  

(1) 経済状況 

当社グループの製品の需要は、主な販売先である日産自動車㈱ほかの自動車関連メーカーの販売動向に影響を受

ける。自動車関連メーカーは製品を販売している国または地域の経済状況の影響を受けている。従って、日本はも

とより、主要な市場である北米、欧州、アジアにおける景気、及びそれに伴う予測を超えた需要の変動がある時

は、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性がある。 

  

(2) 製品の欠陥 

当社グループは、製品の安全を最優先の課題として、開発から生産まで最善の努力を傾けている。製造物にかか

る賠償責任については保険に加入しているが、保険でカバーされないリスクもあり、また顧客の安全のため大規模

なリコールを実施した場合などに多額のコストが発生するなど、当社グループの業績と財務状況に悪影響が及ぶ可

能性がある。 

  

(3) 重要な訴訟等 

当社グループを相手とした訴訟が発生した場合、当社側の主張・予測と相違する結果となるリスクもあり、当社

グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性がある。 

  



(4) 自然災害 

東海地方を本拠とする当社グループにとって、現在、そして今後も最大のリスクのひとつであり続けるものに地

震リスクがある。当社グループでは、地震対策マニュアルを策定し、地震注意情報発令時や地震発生時に取締役社

長をトップとする「地震防災対策本部」を設置することなどとしている。また、工場などの建屋や設備などの耐震

補強を積極的に推進している。しかし、大規模な地震により、操業を中断するような場合は、当社グループの業績

と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

(5) 取引先の信用リスク 

当社グループは数多くの取引先と取引を行っている。当社グループは、取引先から財務情報を入手し、取引先の

信用リスクに備えている。しかし、倒産のような予期せぬ事態により債権回収に支障が発生した場合など、当社グ

ループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

(6) 退職給付債務 

当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待収

益率に基づいて算出されている。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合、その影

響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識される費用及び計上さ

れる債務に影響を及ぼすことになる。 

  

(7) 原材料及び部品の購入 

当社グループは、多数の取引先から原材料及び部品を購入している。当社グループがコントロールできない市況

変動並びにその取引先が継続的に原材料及び部品を確保出来るかどうかなどは、当社グループの業績と財務状況に

悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はない。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループは、「開発はお客様の夢を実現するための出発点」と考え、お客様の満足を第一基本として研究開発

活動を行っている。 

また、製品化に必要な設計・試作・実験までを一貫して行える体制を整えており、デジタルモックアップ、シミュ

レーション、データ解析などに最新のコンピュータシステムを活用し、クリーンでエコノミーな高性能エンジン、ク

ラストップレベルの小型・軽量マニュアルトランスミッションをはじめとする先進的な製品開発を実現している。 

当連結会計年度においては、「ティーダ」、「ノート」などに搭載されている新型直列４気筒エンジン「ＨＲ１５

ＤＥ」の輸出向高性能エンジンである「ＨＲ１６ＤＥ」の生産を平成17年５月に開始した。同エンジンは日産自動車

株式会社の海外工場で生産している「ティーダ」、「マイクラ」、「トーン」に搭載されている。 

  

ＨＲ１６ＤＥエンジンは、ＨＲ１５ＤＥエンジンをベースに更なる加速性能の向上と燃費の両立を目指して開発さ

れ、「中低速トルク」、「燃費」、「軽量・コンパクト」をクラストップの高次元で実現している。 

  

自動車関連事業における当連結会計年度の研究開発費の金額は34百万円であった。 

なお、その他の事業においては特筆すべき研究開発活動は行っていない。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は、原則として連結財務諸表に基づいて分析した内

容である。 

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成18年６月29日)現在において当社グループが判断し

たものである。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してい

る。この連結財務諸表の作成には、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及

び開示に影響を与える見積りを必要とする。経営者は、これらの見積りについて過去の実績や現状等を勘案し合理

的に判断しているが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合がある。 

当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５「経理の状況」の連結財務諸表の「連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項」に記載しているが、特に次の重要な会計方針が連結財務諸表における重要

な見積りの判断に大きな影響を及ぼすと考えている。 

  

① 製品保証引当金 

当社グループは、製品のクレーム費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎に翌期以降保証期間内の費用見

積額を計上している。当社グループは、製品の安全を最優先課題として、開発から生産まで最善の努力を傾けて

いるが、実際の製品の欠陥等により発生したクレーム費用が見積りと異なる場合、引当金の追加計上が必要とな

る可能性がある。 

② 退職給付費用 

当社グループの従業員の退職給付に備えるための退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される割引率、

将来の報酬水準、退職率等の前提条件や期待運用収益率に基づいて算出している。実際の結果が前提条件と異な

る場合、または前提条件が変更された場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一

般的には将来期間において認識される費用および債務に影響を与える可能性がある。 

  

(2) 経営成績の分析 

① 売上高 

売上高は、前連結会計年度に比べ5.8%減少の1,230億円となった。これは主に、エンジンが、日産自動車株式会

社の「ティーダ」、「ノート」、「ウイングロード」が好調に推移したことにより増加になった一方、マニュア

ルトランスミッションが、日産自動車株式会社の輸出用「ピックアップ」搭載分、及びマツダ株式会社向けが減

少したこと、及び自動車部分品ほかがＣＶＴの減少などにより減少となったことによるものである。 



② 営業利益、経常利益 

営業利益及び経常利益は、前連結会計年度に比べ6.8％減少の55億円となった。これは主に、コスト低減などの

合理化による増益要因の一方、売上高の減少や減価償却費の増加などの減益要因があったことによるものであ

る。売上高営業利益率及び売上高経常利益率は、前連結会計年度と同率の4.5％となった。 

③ 特別損益 

特別損益は28億円の損失となり、前連結会計年度に比べ6億円損失が増加した。これは主に、前連結会計年度に

あった臨時外注費による損失がなくなった一方、ＣＶＴの不具合による製品補償損失が増加したことによるもの

である。 

④ 法人税等 

法人税等は、前連結会計年度に比べ5億円減少の9億円となった。税効果会計適用後の法人税等の負担率は、前

連結会計年度の41.1％から35.2％となった。 

⑤ 当期純利益 

以上の結果から、当期純利益は、前連結会計年度に比べ21.3％減少の17億円となった。 

  

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末の現金及び現金同等物は19億円となり、前連結会計年度末に比べ微減(前年度比0.6％減)とな

った。 

営業活動によって生み出されたキャッシュは117億円となり、前連結会計年度と比べ6億円増加となった。これ

は主に、未払費用が増加した一方で、税金等調整前当期純利益が減少したことによるものである。 

投資活動による支出は82億円となり、前連結会計年度と比べ61億円減少となった。これは主に、有形固定資産

取得による支出が減少したことによるものである。 

財務活動によるキャッシュは、前連結会計年度が設備投資や社債償還資金のための短期借入金調達により31億

円の増加となった一方、当連結会計年度は35億円の減少となった。これは主に、設備投資による支出が減少した

ことにより、短期借入金の返済を進めたことによるものである。 

② 財務政策 

当社グループは、運転資金及び設備投資資金については、内部資金または日産自動車株式会社のグループファ

イナンスにより資金調達している。グループファイナンスの活用で、財務部門のスリム化と資金の効率的な運用

を行っている。 

当社グループは、引き続き財務の健全性を保ち、営業活動によるキャッシュ・フローを生み出すことによっ

て、将来必要な運転資金及び設備投資資金を調達することが可能と考えている。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資の総額は89億円であった。事業の種類別セグメント毎の設備投資の概要は以下のとおり

である。 

  

（自動車関連事業） 

主に納入先のエンジン及びマニュアルトランスミッションのモデルチェンジに関連した自動車部分品製造用設備

の合理化・更新で84億円の投資を行い、自動車関連事業の設備投資総額は、89億円であった。 

なお、重要な設備の除却または売却はない。 

  

（その他の事業） 

その他の事業においては特筆すべき設備投資を行なっていない。 

なお、重要な設備の除却または売却はない。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品並びに建設仮勘定である。 

２ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は( )内に期末時点の人員を外数で表示している。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業の 
種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円)

従業
員数 
(人) 

建物
及び 
構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

土地

その他 合計 
面積
(㎡) 

金額

熱田工場 
(名古屋市熱田区) 

自動車 
関連事業 

エンジン、マ
ニュアルトラ
ンスミッショ
ン、自動車部
分品製造用設
備 

1,431 13,036 71,092 1 671 15,140 538 
(50)

永徳工場 
(名古屋市港区) 

2,008 10,431 118,875 26 2,134 14,600 717 
(120)

大江工場 
(名古屋市港区) 

専用工作機械
製造用設備 

547 858 34,560 2,819 146 4,372 179 
(8)

松阪工場 
(三重県松阪市) 

自動車部分品
製造用設備 

1,138 3,884 77,812 1,128 2,744 8,897 462 
(58)

津工場 
(三重県津市) 

862 6,094 45,014 621 143 7,723 88 
(13)



(2) 国内子会社 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品並びに建設仮勘定である。 

２ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は( )内に期末時点の人員を外数で表示している。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

４ 上記のほかにも連結子会社があるが、帳簿価額が少額のため記載をしていない。 

  

上記のほか、主要な賃借及びリース設備として以下のものがある。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

２ 借用中の設備に属する従業員は「主要な設備の状況」に含めて記載している。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 新設、改修 

平成18年度(平成18年４月～平成19年３月)においては、納入先のエンジン及びマニュアルトランスミッションの

モデルチェンジに関連した自動車部分品製造用設備を中心に86億円の設備投資を計画している。 

なお、この設備投資に関わる所要資金は、自己資金及び借入金により充当する予定である。 

  

(2) 除却、売却 

経常的な設備更新のための除却及び売却を除き、重要な設備の除却及び売却はない。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の 
種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円)

従業
員数 
(人) 

建物
及び 
構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

土地

その他 合計 
面積
(㎡) 

金額

伸和精工㈱ 
(三重県いなべ市) 

自動車 
関連事業 

自動車部分品 
製造用設備 

261 270 17,002 156 31 720 58 
(31)

会社名 設備の内容 リース期間
年間リース料
(百万円) 

リース契約残高
(百万円) 

提出会社 動力供給用機械装置 
平成15年４月から15年間 73 794

平成17年２月から10年間 57 476



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 平成18年６月29日開催の第83回定時株主総会の決議により、定款一部変更が行われ、以下の定めは削除された。 

「但し、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。」 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 発行済株式のうち200,000株は、昭和27年11月１日愛知起業株式会社より賠償指定解除機械設備の現物出資を受けて発行した

ものである。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 第69期中の転換社債の株式転換 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 250,000,000

計 250,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 90,655,636 90,655,636
東京・名古屋
各証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 90,655,636 90,655,636 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成４年３月31日(注) 1 90,655 0 8,518 0 12,345



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式83,188株は、「個人その他」に83単元、「単元未満株式の状況」に188株含まれている。 

２ 「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1単元含まれている。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 49 30 133 51 2 4,961 5,226 ―

所有株式数 
(単元) 

― 19,598 924 45,253 3,545 2 20,846 90,168 487,636

所有株式数 
の割合(％) 

― 21.73 1.03 50.19 3.93 0.00 23.12 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日産自動車株式会社 横浜市神奈川区宝町２番地 37,560 41.43

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 3,378 3.72

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,808 3.09

第一生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行㈱) 

東京都千代田区有楽町１丁目13番１号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟) 

2,493 2.74

愛知機械工業従業員持株会 名古屋市熱田区川並町２番12号 1,973 2.17

北前好和 三重県多気郡明和町 1,721 1.89

明治安田生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行㈱) 

東京都千代田区丸の内２丁目１番１号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟) 

1,709 1.88

資産管理サービス信託銀行株式
会社(証券投資信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟 

1,344 1.48

愛知機械工業取引先持株会 名古屋市熱田区川並町２番12号 1,329 1.46

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 1,246 1.37

計 ― 55,563 61.29



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式188株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はない。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 83,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

90,085,000
90,085 ― 

単元未満株式 普通株式 487,636 ― ― 

発行済株式総数 90,655,636 ― ― 

総株主の議決権 ― 90,085 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
愛知機械工業株式会社 

名古屋市熱田区川並町 
２番12号 

83,000 ― 83,000 0.09

計 ― 83,000 ― 83,000 0.09



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はない。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はない。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はない。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はない。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、長期にわたり安定的な経営基盤の確保に努めるとともに、利益配分については、安定配当の継続を基本方

針としている。また、会社法施行においても、配当制度については特段の変更を予定していない。 

当期の期末配当については、平成18年６月29日開催の第83回定時株主総会において、１株につき２円と決議され

た。この結果、当期の配当性向は8.8％、株主資本配当率は0.4％となった。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

回次 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 317 323 378 470 549

最低(円) 160 169 178 306 380

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月

最高(円) 488 490 504 498 483 441

最低(円) 451 461 480 431 380 415



５ 【役員の状況】 
  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役会長 非常勤 高 橋 忠 生 昭和20年１月10日生

昭和43年４月 日産自動車株式会社入社 

―

平成８年５月 同社第一技術部長 

平成10年５月 同社第一技術部長兼生産管理部長 

平成10年６月 同社取締役 

平成11年５月 同社取締役兼常務(執行役員) 

平成11年６月 同社常務(執行役員) 

平成14年４月 同社副社長(執行役員) 

平成14年６月 同社取締役、副社長(執行役員) 

(現任) 

平成15年６月 当社取締役会長(現任) 

取締役社長 代表取締役 石 崎 義 一 昭和22年３月30日生

昭和46年４月 日産自動車株式会社入社 

10

平成６年７月 同社第二技術部主管 

平成９年７月 同社第二技術部長 

平成12年４月 同社横浜工場長 

平成15年４月 日産工機株式会社本社工場長 

平成15年６月 同社取締役 

平成16年６月 同社常務取締役 

平成17年６月 同社取締役社長 

平成18年４月 当社顧問副社長 

平成18年６月 当社取締役社長、社長執行役員

(現任) 

取締役 ― 佐 藤 正 孝 昭和22年６月13日生

昭和49年４月 日産自動車株式会社入社 

16

平成10年７月 同社生産技術管理部長 

平成12年４月 同社いわき工場長 

平成14年４月 当社第２技術部長 

平成14年６月 当社取締役 

平成17年６月 当社常務取締役 

平成18年６月 当社取締役、常務執行役員(現任) 

取締役 ― 根 岸 一 郎 昭和29年10月16日生

昭和52年４月 日産自動車株式会社入社 

10

平成11年７月 同社関係会社管理部主管 

平成12年６月 日産ディーゼル工業株式会社企画

室長 

平成15年１月 当社経営管理部長 

平成15年６月 当社取締役 

平成18年６月 当社取締役、常務執行役員(現任) 

取締役 非常勤 森 谷 弘 史 昭和32年５月11日生

昭和55年４月 日産自動車株式会社入社 

―

平成11年７月 同社第二調達部内外装部品調達室

長 

平成12年４月 同社第二調達部主管 

平成13年４月 同社購買企画部長 

平成16年４月 同社ＶＰ 

平成18年４月 同社執行役員(現任) 

平成18年６月 当社取締役(現任) 

監査役 常勤 磯 村 文 夫 昭和21年９月24日生

昭和45年４月 当社入社 

25

平成９年１月 当社港工場生産部長 

平成11年７月 当社人事部主管 

平成12年１月 当社人事部長 

平成12年７月 当社ジェネラル・サポート部長 

平成13年６月 当社取締役 

平成17年６月 当社監査役(現任) 

監査役 常勤 林   重 晴 昭和22年２月25日生

昭和44年４月 当社入社 

24

平成７年１月 当社ユニット技術部主管 

平成８年１月 当社企画室主管 

平成10年３月 当社松阪工場長 

平成11年７月 当社熱田工場長 

平成13年６月 当社取締役 

平成18年６月 当社監査役(現任) 



  

(注) １ 監査役平田省三及び上田眞人は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

２ 当社は、コーポレート・ガバナンスの強化並びに急速な経営環境の変化に対し、意思決定の迅速化および業務執行体制の

強化等を図るため、平成18年６月29日開催の取締役会において執行役員を選任し、執行役員制度を導入した。執行役員は

９名で、上記記載の取締役 石崎義一、佐藤正孝、根岸一郎の３名の他に、木下昌治、菊池伸行、福森幹郎、羽田雅敏、

今村博司、萬谷信廣の６名で構成されている。 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

監査役 非常勤 平 田 省 三 昭和23年３月23日生

昭和46年４月 日産自動車株式会社入社 

―

平成９年７月 同社経理部長 

平成11年７月 同社財務部長 

平成12年４月 日産車体株式会社企画部主管 

平成12年６月 同社取締役 

平成16年６月 同社執行役員 

平成18年６月 日産トレーデイング株式会社監査
役(現任) 

平成18年６月 当社監査役(現任) 

監査役 非常勤 上 田 眞 人 昭和22年８月12日生

昭和46年４月 日産自動車株式会社入社 

―

平成５年１月 同社購買管理部主管 

平成７年７月 同社第一調達部次長 

平成11年10月 ジヤトコ・トランステクノロジー

株式会社(現ジヤトコ株式会社)調

達本部調達部長 

平成13年６月 同社常務執行役員 

平成18年４月 同社顧問 

平成18年６月 当社監査役(現任) 

平成18年６月 日産専用船株式会社監査役(平成

18年６月30日就任予定) 

計 85



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、「常に信頼性のある優秀な製品を廉価に生産して社会に貢献する」を社是とし、「お客様に満足してい

ただけるクルマに関連した『モノづくり』を通じて社会と調和しながら、『人の豊かさ』を追求する」という経営

理念のもと、コーポレート・ガバナンスの強化を重要課題として認識しており、その充実を図っている。また、経

営の透明性を確保する観点から、適時適切な情報開示を図っている。 

  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

当社は、監査役制度を採用しており、会社の機関として取締役会及び監査役会を設置している。 

取締役会は、原則として月１回開催しており、当社の重要な業務執行を決定している。 

取締役は、平成18年６月29日開催の第83回定時株主総会の決議により、従来の10名(うち社外取締役１名)から

５名減の５名体制(社外取締役の選任なし)となった。これは、コーポレート・ガバナンスの強化並びに急速な経

営環境の変化に対し、意思決定の迅速化及び業務執行体制の強化等を図るため、同総会後に開催した取締役会に

おいて、執行役員９名(取締役兼務３名を含む。)を選任し、執行役員制度を導入したことによるものである。ま

た、取締役、執行役員(平成18年６月29日以降)、並びに常勤監査役で構成する経営会議を原則として月２回開催

し、基本的経営戦略及び執行方針について、迅速な意思決定を図っている。 

監査役は４名体制としているが、平成18年６月29日開催の第83回定時株主総会の決議により、社外監査役が１

名増員となり、４名のうち２名が社外監査役となった。監査役４名のうち２名が常勤監査役である。 

当社は、内部監査部署として内部監査室を設置し、内部統制機能並びに内部監査体制の充実・強化を図ってい

る。 

  

当社は、平成18年５月23日開催の取締役会にて、会社法及び会社法施行規則に基づき、次のとおり当社の内部

統制システム(会社の業務の適正を確保するための体制)を整備することを、決議した。 

  

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①「愛知機械行動規範」の周知徹底を図るため、コンプライアンス委員会がその取り組みを横断的に統括す

る。 

②コンプライアンス上の問題について従業員等が直接情報提供できる手段として、通報窓口(イージーボイ

ス)等の仕組みを構築する。 

③コンプライアンス委員会に報告された案件については、必要に応じて管理責任者を選任し、各管理責任者

はその責任において必要な教育・啓蒙活動や適切な対策を実施し、その結果を経営会議に報告するものと

する。 

④内部監査室は、かかる法令遵守の状況につき監査する。 



２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

法令及び社内規程の定めるところに従い、主管部署は次に定める文書(電磁的記録を含む。以下同じ)を関

連資料と共に保存し管理するものとする。取締役及び監査役はいつでもこれらの文書を閲覧することができ

る。 

①株主総会議事録 

②取締役会議事録 

③経営会議議事録 

④稟議書 

⑤その他社内規程に定める文書 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①全社的なリスク調査に関しては、リスク調査チームを組織して実施し、その結果を経営会議に報告する。 

②経営会議は報告されたリスクの分析、評価を行い、重要と判断されたリスクについて管理責任者を選任

し、各管理責任者はその責任において当該リスク管理を実施する。 

③内部監査室は、そのリスク管理の状況を監査する。 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

次の経営管理システム等を用いて、取締役の職務執行の効率化を図る。 

①業務分掌、意思決定ルールの策定  

②取締役会、経営会議による重要事項の審議、決定 

③中期経営計画の策定と同計画に基づく各部門の業績目標と予算の設定 

④各部門の業績の月次レビュー 

⑤トップ診断による事業計画とその取り組みの確認 

５．当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

①当社の各部門は、親会社の関連する各部門と相互に連携することにより、適正且つ効率的なグループ経営

を実践する。 

②経営管理部はグループ内の子会社を統括的に管理し、他の機能部署と共に子会社の実態に即した法令遵

守、リスク管理等の体制整備を支援する。 

③子会社の業績は、毎月取締役会に報告される。 

④内部監査室は、子会社の内部統制の状況を監査する。 

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びに当該

使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役の要請に基づき、監査役の職務の補助を担当する使用人を選任する。また、監査役は必要に応じて、

内部監査室に業務を依頼することができる。人事担当取締役は、監査役を補助する使用人の人事考課及び人事

異動に際し、事前に監査役に報告し意見交換を行うものとする。 

  



７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

取締役及び使用人は、監査役による定期的な部門監査の際に監査役の要請事項のほか、法定の事項、並びに

当社及び当社グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の結果、コンプライアンス活動の状況等を速やか

に報告するものとする。また、監査役は、取締役会、経営会議等、社内の重要な会議に出席できるものとす

る。 

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役と取締役社長との間で定期的な意見交換を行うと共に、監査役は監査法人から定期的に監査報告を受

ける。 

  

② 内部監査及び監査役監査の状況 

当社は、内部監査室を平成17年４月に３名体制で新設したが、内部監査体制強化のため、平成18年４月に２名

増員し５名体制とした。内部監査室は、当社及び子会社の業務執行に関する内部監査を実行している。また、内

部監査室と監査役は、監査計画、監査実施状況等の情報交換を目的とした会合を原則として月１回開催し、相互

の連携を高め、効率的かつ効果的な監査の実施に努めている。 

監査役会では近年、内部統制とリスク管理の充実が求められているという観点から、取締役等の職務執行につ

き監査機能を強化するとともに、監査計画を策定し、定期的に内部監査を実施している。また、監査役は、会計

監査人から監査計画、監査実施状況等の報告を受けるための会合を定期的に開催し、相互の連携を高め、効率的

かつ効果的な監査の実施に努めている。 

  

③ 会計監査の状況 

会計監査については新日本監査法人を選任している。監査証明業務を執行した公認会計士は以下のとおりであ

る。 

また、監査業務にかかる補助者の構成は、公認会計士６名、会計士補３名である。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員 鈴木和男 

指定社員 業務執行社員 太田建司 

指定社員 業務執行社員 渡辺眞吾 



④ 社外取締役及び社外監査役との関係 

当社社外取締役 高橋忠生(平成18年６月29日をもって会社法第２条15号に定める社外取締役に該当しなくなっ

た。)は、当社の親会社である日産自動車株式会社の取締役、副社長(執行役員)に就任しており、当期末時点で同

社は当社の株式を41.4%保有している。 

当社社外監査役 宮下孝雄(平成18年６月29日開催の第83回定時株主総会をもって退任)は、平成16年６月から平

成18年６月まで日産車体株式会社の監査役に就任していた。また、平成18年６月29日開催の第83回定時株主総会

で選任された当社社外監査役 平田省三は、平成16年６月から平成18年６月まで日産車体株式会社の執行役員に就

任していた。日産車体株式会社は当社の親会社である日産自動車株式会社の連結子会社であるが、当期において

同社と当社との間には特別の利害関係はない。また、同じく第83回定時株主総会にて選任された当社社外監査役 

上田眞人は平成13年６月から平成18年３月までジヤトコ株式会社の常務執行役員に就任しており、同社は当社の

親会社である日産自動車株式会社の連結子会社であり、当期において同社と当社との間には自動車部分品の製

造、販売に関する営業取引がある。 

  

(3) リスク管理体制の整備の状況 

当社は、全社的なリスク調査に関してはリスク調査チームを組織して実施し、その結果を経営会議に報告し、経

営会議では報告されたリスクの分析、評価を行い、重要と判断されたリスクについて管理責任者を選任し、各管理

責任者はその責任において当該リスク管理を実施することとしている。 

また、当社は「愛知機械行動規範」を制定・配付し、当社グループの全ての役員・従業員に適用し、企業倫理の

遵守、並びに法令遵守に努めている。この「行動規範」の周知徹底を図るため、コンプライアンス委員会がその取

り組みを横断的に統括している。 

内部監査室は、リスク管理の状況、並びに法令遵守の状況につき監査を実施している。 

  

(4) 役員報酬の内容 

当期の取締役及び監査役に支払われた報酬の額は、取締役13名(当期に退任した取締役３名を含む)に対し合計107

百万円、監査役４名に対し合計32百万円の総合計139百万円である。取締役の報酬には、使用人兼務取締役の使用人

相当額は含まれていない。 

また、当期の平成17年６月29日開催の第82回定時株主総会決議に基づき支払われた退職慰労金の額は、退任取締

役３名に対し合計82百万円である。 

  

(5) 監査報酬の内容 

当期の監査法人に対する報酬は、以下のとおりである。 

  

・公認会計士法(昭和23年法第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 33百万円 

・上記以外の業務に基づく報酬 1百万円 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表並びに第82期事業年度(平成16年４月

１日から平成17年３月31日まで)及び第83期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表につい

て、新日本監査法人により監査を受けている。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  425 173  

２ 受取手形及び売掛金  23,488 20,545  

３ 有価証券  89 59  

４ たな卸資産  4,213 4,423  

５ 預け金 ※６  1,463 1,670  

６ 繰延税金資産  2,650 3,343  

７ その他  2,340 1,981  

  貸倒引当金  △30 △26  

流動資産合計  34,639 35.7 32,169 33.7

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※１     

(1) 建物及び構築物  7,406 7,521  

(2) 機械装置及び運搬具  36,804 35,635  

(3) 土地  6,131 6,125  

(4) 建設仮勘定  2,676 4,172  

(5) その他  2,202 2,099  

有形固定資産合計  55,220 57.0 55,554 58.1

２ 無形固定資産  173 0.2 167 0.2

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券 ※２  1,367 1,321  

(2) 長期貸付金  13 13  

(3) 繰延税金資産  5,233 6,051  

(4) その他  323 311  

  貸倒引当金  △13 △13  

投資その他の資産合計  6,924 7.1 7,684 8.0

固定資産合計  62,319 64.3 63,406 66.3

資産合計  96,958 100.0 95,575 100.0

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金  19,650 15,173  

２ 短期借入金  6,550 3,220  

３ 未払金  4,155 4,332  

４ 未払費用  6,229 7,756  

５ 未払法人税等  184 2,393  

６ 製品保証引当金  1,684 1,779  

７ その他  125 331  

流動負債合計  38,581 39.8 34,987 36.6

Ⅱ 固定負債     

１ 製品保証引当金  1,472 2,484  

２ 退職給付引当金  6,245 5,970  

３ 役員退職慰労引当金  188 151  

４ その他  13 13  

固定負債合計  7,919 8.2 8,619 9.0

負債合計  46,501 48.0 43,606 45.6

      

(少数株主持分)     

少数株主持分  ― ― ― ―

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※７  8,518 8.8 8,518 8.9

Ⅱ 資本剰余金  12,345 12.7 12,345 12.9

Ⅲ 利益剰余金  29,591 30.5 31,130 32.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金  19 0.0 0 0.0

Ⅴ 自己株式 ※８  △16 △0.0 △24 △0.0

資本合計  50,457 52.0 51,968 54.4

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 96,958 100.0 95,575 100.0

      



② 【連結損益計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  130,523 100.0 123,000 100.0
Ⅱ 売上原価 ※１  116,057 88.9 110,131 89.5

売上総利益  14,465 11.1 12,868 10.5
Ⅲ 販売費及び一般管理費     
１ 運賃諸掛 979 657    
２ 製品保証引当金繰入額 2,514 1,518    
３ 給料手当 1,944 1,776    
４ 福利厚生費 226 245    
５ 退職給付費用 195 186    
６ 役員退職慰労 
引当金繰入額 

48 46    

７ 賃借料 176 205    
８ 減価償却費 59 62    
９ 製品クレーム費 1,349 1,613    
10 その他 1,039 8,534 6.6 1,027 7,338 6.0

営業利益  5,930 4.5 5,530 4.5
Ⅳ 営業外収益     
１ 受取利息 1 0    
２ 受取配当金 28 31    
３ 固定資産賃貸料 16 26    
４ 保険解約収入 ― 31    
５ その他 42 88 0.1 25 115 0.1
Ⅴ 営業外費用     
１ 支払利息 59 5    
２ 減価償却費 7 29    
３ 租税公課 7 6    
４ たな卸資産評価損 ― 78    
５ その他 16 90 0.1 3 123 0.1

経常利益  5,928 4.5 5,522 4.5
Ⅵ 特別利益     
１ 投資有価証券売却益 161 40    
２ 固定資産売却益 ※２ ― 161 0.1 45 85 0.1
Ⅶ 特別損失     
１ 投資有価証券売却損 7 ―    
２ 固定資産廃却損 ※３ 371 424    
３ 製品補償損失 1,100 2,268    
４ 臨時外注費 685 ―    
５ その他 212 2,377 1.8 260 2,952 2.4

税金等調整前当期純利益  3,712 2.8 2,655 2.2
法人税、住民税 
及び事業税 

98 2,455    

法人税等調整額 1,427 1,525 1.1 △1,519 935 0.8

当期純利益  2,186 1.7 1,720 1.4



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 12,345 12,345

Ⅱ 資本剰余金期末残高 12,345 12,345

  
 

(利益剰余金の部) 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 27,404 29,591

Ⅱ 利益剰余金増加高  

   当期純利益 2,186 2,186 1,720 1,720

Ⅲ 利益剰余金減少高  

   配当金 ― ― 181 181

Ⅳ 利益剰余金期末残高 29,591 31,130

  



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  3,712 2,655 

減価償却費  6,495 7,487 

貸倒引当金の増減額(減少：△)  △59 △3 

製品保証引当金の増減額(減少：△)  2,089 1,107 

退職給付引当金の増減額(減少：△)  90 △274 

役員退職慰労引当金の増減額(減少：△)  41 △30 

受取利息及び受取配当金  △29 △32 

支払利息  59 5 

固定資産売却益  ― △45 

固定資産廃却損  371 424 

有価証券及び投資有価証券売却益  △161 △40 

有価証券及び投資有価証券売却損  7 ― 

売上債権の増減額(増加：△)  △3,405 2,788 

たな卸資産の増減額(増加：△)  △601 △252 

仕入債務の増減額(減少：△)  2,603 △4,120 

未払費用の増減額(減少：△)  △214 1,537 

未払消費税等の増減額(減少：△)  408 118 

その他の増減額  △305 515 

小計  11,102 11,841 

利息及び配当金の受取額  29 32 

利息の支払額  △78 △5 

法人税等の支払額  14 △149 

営業活動によるキャッシュ・フロー  11,068 11,718 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の売却による収入  30 30 

有形固定資産の取得による支出  △14,532 △8,986 

有形固定資産の売却による収入  64 666 

投資有価証券の売却による収入  201 53 

連結範囲の変更を伴う 
子会社株式譲渡による収入 

 ― 33 

貸付金の回収による収入  3 0 

その他投資等の増減額(増加：△)  △117 △8 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △14,349 △8,211 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金純増減額(減少：△)  5,860 △3,330 

長期借入金の返済による支出  △551 ― 

社債の償還による支出  △2,200 ― 

配当金の支払  ― △181 

自己株式の取得による支出  △4 △8 

財務活動によるキャッシュ・フロー  3,103 △3,519 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額(減少：△)  △177 △11 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  2,091 1,914 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,914 1,902 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 ６社 

愛知機工株式会社 

愛知機械テクノシステム株式会社 

株式会社アイ テクニカ 

エーケー・トランスポート・サー

ビス株式会社 

株式会社 白鳥 

伸和精工株式会社 

なお、愛知機械テクノシステム株式

会社とアダックス株式会社は、平成

16年７月１日に愛知機械テクノシス

テム株式会社を存続会社として合併

した。 

(1) 連結子会社の数 ５社 

愛知機工株式会社 

愛知機械テクノシステム株式会社 

株式会社アイ テクニカ 

エーケー・トランスポート・サー

ビス株式会社 

伸和精工株式会社 

なお、株式会社白鳥は、株式譲渡に

より当連結会計年度から連結の範囲

より除外しているが、当中間連結会

計期間までの損益計算書については

連結した。 

  (2) 非連結子会社の名称等 

エーケーノースアメリカコーポレ

ーション 

上記子会社は小規模会社であり、総

資産、売上高、持分相当額当期純損

益及び持分相当額利益剰余金等は、

連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないので連結の範囲から除外し

ている。 

(2) 非連結子会社の名称等 

同左 

  

２ 持分法の適用に関する事

項 

  

非連結子会社については、連結純損

益及び連結利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても

重要性に乏しいため、この会社に対

する投資については、持分法を適用

せず原価法により評価している。 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

  

連結子会社のうち、決算日が連結決

算日(３月31日)と異なる子会社は、

愛知機械テクノシステム株式会社ほ

か２社あり、すべて12月31日が決算

日である。連結財務諸表の作成に当

たっては、同決算日現在の財務諸表

を使用している。 

上記に記載した３社については、連

結決算日との間に生じた重要な取引

について調整を行ったうえ連結して

いる。 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する

事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

  ①有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法

により算定) 

①有価証券 

――――― 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

主として移動平均法による

原価法 

時価のないもの 

同左 

  ②たな卸資産 

主として先入先出法による低

価法 

②たな卸資産 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

主として耐用年数を見積耐用

年数、残存価額を実質的残存価

額とする定額法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

同左 

  なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

建物及び構築物 

10～70年 

機械装置及び運搬具 

７～10年 

その他(工具器具及び備品) 

２～14年 

  

  ②無形固定資産 

定額法 

ただし、 

自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法 

②無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ②製品保証引当金 

製品のクレーム費用の支出に備

えるため、過去の実績を基礎に翌

期以降保証期間内の費用見積額を

計上している。 

②製品保証引当金 

同左 

  ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込み

額に基づき計上している。 

なお、会計基準変更時差異

(1,092百万円)については、主と

して15年による按分額を当該年数

にわたって費用の減額処理をして

いる。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により費

用処理している。 

数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしてい

る。 

③退職給付引当金 

同左 

  

  ④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に充て

るため、内規に基づく必要額を計

上している。 

④役員退職慰労引当金 

同左 

  (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理している。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準 

同左 

  (5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっている。 

(6) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価

方法は、全面時価評価法によってい

る。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定は、その額が僅少な

ため発生時に一時償却している。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の

利益処分(損失処理)について連結会

計年度中に確定した利益処分(損失処

理)に基づいて作成している。 

連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確

定した利益処分に基づいて作成して

いる。 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還日の到来する短期投資から

なっている。 

同左 



(会計処理の変更) 
  

  

(表示方法の変更) 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― 

  

  

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用している。 

これによる損益に与える影響はない。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(連結損益計算書) 

前連結会計年度において販売費及び一般管理費の「そ

の他」に含めていた「製品クレーム費」は、当連結会計

年度において販売費及び一般管理費の100分の10を超え

ることとなったため、当連結会計年度から区分掲記する

こととした。 

なお、前連結会計年度の販売費及び一般管理費の「そ

の他」に含めていた「製品クレーム費」は、58百万円で

ある。 

――――― 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

(連結損益計算書関係) 

  

  

項目 
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産に対する

減価償却累計額 

119,539百万円 119,577百万円 

※２ 非連結子会社に対する

もの 

    投資有価証券(株式) 

  

  

17百万円 

  

  

17百万円 

 ３ 保証債務等     

    従業員の銀行借入に
対する債務保証 

621百万円 515百万円 

 ４ 受取手形裏書譲渡高 15百万円 ――――― 

 ５ 売掛債権譲渡高 ――――― 725百万円 

※６ 預け金 日産系ファイナンス会社に対する

資金の寄託である。 

同左 

※７ 発行済株式総数 普通株式 90,655,636株 普通株式 90,655,636株 

※８ 自己株式 普通株式 66,209株 普通株式 83,188株 

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 一般管理費及び当年度

製造費用に含まれる研

究開発費 

  

※２ 固定資産売却益の内訳 

  

  

  

  

  36百万円

  

――――― 

  

  

  

  

34百万円 

  

機械装置及び運搬具 1百万円 

土地 42 

その他(工具器具及
び備品) 

0 

計 45 

  

※３ 固定資産廃却損の内訳 建物及び構築物 38百万円 

機械装置及び運搬具 319

工具器具及び備品 14

計 371

建物及び構築物 24百万円 

機械装置及び運搬具 366 

その他(工具器具及
び備品) 

33 

計 424 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成17年３月31日)

現金及び預金勘定 425百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △33 

有価証券勘定 89 

預け金勘定 1,463 

株式及び償還期間が３ヶ月を 
超える有価証券 

△30 

現金及び現金同等物 1,914 

    

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日)

現金及び預金勘定 173百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ― 

有価証券勘定 59 

預け金勘定 1,670 

株式及び償還期間が３ヶ月を
超える有価証券 

― 

現金及び現金同等物 1,902 

  



(リース取引関係) 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び連結会計

年度末残高相当額 

  

取得価額 
相当額 
  
  

(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
  

(百万円) 

連結
会計年度 
末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装 
置及び 
運搬具 

1,660 213 1,446

その他 
(工具器 
具及び 
備品他) 

1,035 576 458

合計 2,695 789 1,905

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び連結会計

年度末残高相当額 
取得価額
相当額 
  
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
  

(百万円) 

連結 
会計年度 
末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装
置及び 
運搬具 

1,673 352 1,320

その他
(工具器 
具及び 
備品他) 

1,020 620 399

合計 2,693 973 1,720

  (2) 未経過リース料連結会計年度末残

高相当額 

 １年内 298百万円

 １年超 1,626  

 合計 1,924  

(2) 未経過リース料連結会計年度末残

高相当額 

 １年内 287百万円

 １年超 1,458  

 合計 1,746  

  (3) 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

  支払リース料 517百万円

  減価償却費相当額 340  

  支払利息相当額 25  

(3) 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

  支払リース料 331百万円

  減価償却費相当額 311  

  支払利息相当額 28  

  (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  (5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各連結会計年度への配分方

法については、利息法によってい

る。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

      

２ オペレーティング・リー

ス取引 

未経過リース料 

 １年内 12百万円

 １年超 10 

 合計 23 

未経過リース料 

 １年内 10百万円

 １年超 ― 

 合計 10 



(有価証券関係) 

前連結会計年度 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  
 (時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの) 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 
  
 (連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 

  
 (連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
  

  

４ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年３月31日) 

その他有価証券 

  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成17年３月31日) 
  

  

種類 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

    社債 30 30 0 

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 12 45 33 

(2) その他 48 49 0 

合計 61 94 33 

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

    その他 10 10 ― 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

202 161 7 

非上場株式 1,303百万円

種類 
１年以内
(百万円) 

１年超５年以内 
(百万円) 

債券     

    社債 30 ― 



当連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 
  
 (連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 

  
 (連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

  

３ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

その他有価証券 

  

 (デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はない。 

  

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

    その他 49 49 0 

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

    その他 10 10 ― 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

53 40 ― 

非上場株式 1,303百万円



(退職給付関係) 

前連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。また、従業

員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日) 

(注) 子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

(注) １ 「退職給付債務に関する事項」に記載の過去勤務債務に係る当年度の処理額である。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上している。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

イ 退職給付債務 △20,284百万円

ロ 年金資産 9,816  

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △10,467  

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 △728  

ホ 未認識数理計算上の差異 5,423  

へ 未認識過去勤務債務(債務の減額) △473  

ト 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋へ) △6,245  

チ 前払年金費用 ―  

リ 退職給付引当金(ト－チ) △6,245  

イ 勤務費用 998百万円

ロ 利息費用 423  

ハ 期待運用収益 △264  

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 △72  

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 404  

へ 過去勤務債務の費用処理額 (注)１ △49  

ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 1,440  

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割引率 2.3％ 

ハ 期待運用収益率 3.0％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 
  

15年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数による定額法による。) 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 15年(各連結会計年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により
按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から
費用処理することとしている。) 

へ 会計基準変更時差異の処理年数 主として15年 



当連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。また、従業

員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

(注) 子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(注) １ 「退職給付債務に関する事項」に記載の過去勤務債務に係る当年度の処理額である。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上している。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

イ 退職給付債務 △20,608百万円

ロ 年金資産 11,418  

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △9,190  

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 △655  

ホ 未認識数理計算上の差異 4,301  

へ 未認識過去勤務債務(債務の減額) △426  

ト 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋へ) △5,970  

チ 前払年金費用 ―  

リ 退職給付引当金(ト－チ) △5,970  

イ 勤務費用 829百万円

ロ 利息費用 452  

ハ 期待運用収益 △294  

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 △72  

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 437  

へ 過去勤務債務の費用処理額 (注)１ △46  

ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 1,304  

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割引率 2.3％ 

ハ 期待運用収益率 3.0％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 
  

15年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数による定額法による。) 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 15年(各連結会計年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により
按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から
費用処理することとしている。) 

へ 会計基準変更時差異の処理年数 主として15年 



(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

  
前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
繰延税金資産    

貸倒引当金 17百万円 15 百万円 

退職給付引当金 2,482  2,424  

製品保証引当金 1,281 1,731  

未払費用 1,758  2,373  

有形固定資産(減価償却) 2,422  2,471  

繰越欠損金 258 325  

その他 192  359  

繰延税金資産小計 8,412  9,701  

評価性引当額 △327  △142  

繰延税金資産合計 8,084  9,558  

繰延税金負債      

特別償却準備金 △100  △82  

固定資産圧縮積立金 △100  △80  

その他有価証券評価差額金 △13  △0  

繰延税金負債合計 △214  △163  

繰延税金資産の純額 7,870  9,395  

  
前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
流動資産―繰延税金資産 2,650百万円 3,343 百万円 

固定資産―繰延税金資産 5,233  6,051   

固定負債―その他 13  ―   

  
前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
法定実効税率  40.6 ％ 

(調整)       

連結子会社の評価性引当額の減少 法定実効税率と税効果会
計適用後の法人税等の負担
率との間の差異が法定実効
税率の100分の５以下である
ため、注記を省略してい
る。 
  

△7.0  

住民税均等割額 0.6  
交際費等永久に損金に算入されない項
目 

0.4  

受取配当金等永久に益金に算入されな
い項目 

△0.2  

その他 0.8  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.2  

       



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社グループの主要な事業は、エンジン・マニュアルトランスミッション・ＣＶＴ及び自動車部分品の製造・

販売であり、自動車関連事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及

び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、その記載を省略している。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社グループの主要な事業は、エンジン、マニュアルトランスミッション及び自動車部分品の製造・販売であ

り、自動車関連事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグ

メント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、その記載を省略している。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 及び当連結会計年度(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日) 

当社グループには、本国以外の区分に属する国又は地域に所在する連結子会社及び支店がないため、該当事項

はない。 

  

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日) 

海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

(1) 親会社 

  

(注) １ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでいる。 

２ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

(1) 製品の販売については、当社から提示した見積価格、現行製品の市場価格から算定した価格を基に、検討、交渉の上、

一般的取引条件により決定している。 

(2) 部品の購入については、日産自動車㈱から提示された価格を基に、毎期交渉の上、決定している。 

  

(2) 兄弟会社等 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

一般の短期資金の市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。 

  

属性 名称 住所 資本金 
(百万円) 事業の内容 

議決権等
の被所 
有割合 
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 日産自動 
車㈱ 

横浜市
神奈川
区 

605,813 
自動車及び
部品等の製
造販売 

直接41.7
兼任１名
転籍７名

エンジン及
びマニュア
ルトランス
ミッション
の受託製造
販売並びに
自動車部分
品製造販売
  

営業
取引 

部品の
販売 105,617 売掛金 19,019

部品等
の購入

32,848 

買掛金 3,336

未払金 18

未払費用 147

属性 名称 住所 資本金 
(百万円) 事業の内容 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合 
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社
の子会
社 

日産ファ
イナンス
㈱ 

東京都
港区 2,491 

金融業及び
経理業務代
行 

なし なし
資金の借
入・運用 

営業
取引
以外
の取
引 

資金の
借入 6,550 短期借入

金 6,550



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(1) 親会社 

  

(注) １ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでいる。 

２ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

(1) 製品の販売については、当社から提示した見積価格、現行製品の市場価格から算定した価格を基に、検討、交渉の上、

一般的取引条件により決定している。 

(2) 部品の購入については、日産自動車㈱から提示された価格を基に、毎期交渉の上、決定している。 

  

(2) 兄弟会社等 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

一般の短期資金の市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。 

  

属性 名称 住所 資本金 
(百万円) 事業の内容 

議決権等
の被所 
有割合 
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 日産自動 
車㈱ 

横浜市
神奈川
区 

605,813 
自動車及び
部品等の製
造・販売 

直接41.7
兼任１名
転籍７名

エンジン及
びマニュア
ルトランス
ミッション
の受託製
造・販売並
びに自動車
部分品製
造・販売 
  

営業
取引 

部品の
販売 108,676 売掛金 18,482

部品等
の購入

26,404 

買掛金 2,472

未払費用 94

属性 名称 住所 資本金 
(百万円) 事業の内容 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合 
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社
の子会
社 

日産ファ
イナンス
㈱ 

東京都
港区 2,491 

金融業及び
経理業務代
行 

なし なし
資金の借
入・運用 

営業
取引
以外
の取
引 

資金の
借入 3,220 短期借入

金 3,220



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

  

(重要な後発事象) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 556.99円 １株当たり純資産額 573.78円

１株当たり当期純利益 24.14円 １株当たり当期純利益 18.99円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がな

いため記載していない。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がな

いため記載していない。 

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益(百万円) 2,186 1,720 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,186 1,720 

普通株式の期中平均株式数(千株) 90,596 90,582 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

該当事項はない。 該当事項はない。 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はない。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) 「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載している。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 6,550 3,220 0.10 ― 

合計 6,550 3,220 ― ― 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
第82期

(平成17年３月31日) 
第83期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  2 10  

２ 受取手形  25 13  

３ 売掛金 ※４  23,174 20,207  

４ 製品  304 188  

５ 原材料  149 141  

６ 仕掛品  3,049 3,559  

７ 貯蔵品  275 367  

８ 関係会社短期貸付金  778 770  

９ 未収入金  2,126 2,001  

10 繰延税金資産  2,605 3,277  

11 その他  8 6  

  貸倒引当金  △28 △25  

流動資産合計  32,471 34.8 30,518 32.8

      

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※１     

(1) 建物  6,112 6,287  

(2) 構築物  806 785  

(3) 機械及び装置  35,735 35,135  

(4) 車両及び運搬具  236 217  

(5) 工具器具及び備品  2,070 2,068  

(6) 土地  5,929 5,923  

(7) 建設仮勘定  2,670 4,168  

有形固定資産合計  53,562 57.3 54,586 58.6

２ 無形固定資産     

(1) ソフトウェア  155 151  

(2) 電話加入権  6 6  

(3) 施設利用権  4 3  

無形固定資産合計  166 0.2 162 0.2

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券  1,303 1,303  

(2) 関係会社株式  347 335  

(3) 長期貸付金  13 13  

(4) 長期前払費用  1 0  

(5) 繰延税金資産  5,226 5,876  

(6) その他  310 305  

  貸倒引当金  △13 △13  

投資その他の資産合計  7,190 7.7 7,821 8.4

固定資産合計  60,919 65.2 62,570 67.2

資産合計  93,390 100.0 93,089 100.0

       



  

  

  
第82期

(平成17年３月31日) 
第83期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形  551 675  

２ 買掛金 ※４  18,559 14,408  

３ 短期借入金  6,550 3,220  

４ 未払金  3,999 4,214  

５ 未払費用 ※４  6,235 7,795  

６ 未払法人税等  147 2,351  

７ 前受金  8 34  

８ 預り金  79 86  

９ 設備購入支払手形  292 58  

10 製品保証引当金  1,684 1,779  

流動負債合計  38,109 40.8 34,625 37.2

      

Ⅱ 固定負債     

１ 製品保証引当金  1,472 2,484  

２ 退職給付引当金  5,616 5,926  

３ 役員退職慰労引当金  147 129  

固定負債合計  7,236 7.8 8,540 9.2

負債合計  45,345 48.6 43,166 46.4

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※２  8,518 9.1 8,518 9.1

Ⅱ 資本剰余金     

  資本準備金  12,345 12,345  

資本剰余金合計  12,345 13.2 12,345 13.3

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金  2,129 2,129  

２ 任意積立金     

(1) 特別償却準備金 59 145    

(2) 固定資産圧縮積立金 173 144    

(3) 別途積立金 23,750 23,982 23,750 24,039  

３ 当期未処分利益  1,086 2,915  

利益剰余金合計  27,198 29.1 29,084 31.2

Ⅳ 自己株式 ※３  △16 △0.0 △24 △0.0

資本合計  48,045 51.4 49,923 53.6

負債資本合計  93,390 100.0 93,089 100.0
      



② 【損益計算書】 

  

  

  
第82期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第83期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※２  126,408 100.0 120,088 100.0

Ⅱ 売上原価 ※2,3    

 １ 期首製品たな卸高 272 304   

 ２ 当期製品製造原価 113,115 107,954   

    合計 113,388 108,258   

 ３ 他勘定振替高 ※１ 43 40   

 ４ 期末製品たな卸高 304 113,040 89.4 188 108,029 90.0

売上総利益  13,367 10.6 12,059 10.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 運賃諸掛 811 568   

２ 製品保証引当金繰入額 2,514 1,518   

３ 給料手当 1,595 1,466   

４ 福利厚生費 214 235   

５ 退職給付費用 193 185   

６ 役員退職慰労 
引当金繰入額 

42 41   

７ 賃借料 150 156   

８ 減価償却費 41 41   

９ 製品クレーム費 1,349 1,613   

10 その他 746 7,659 6.1 821 6,649 5.5

営業利益  5,708 4.5 5,409 4.5

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 0 1   

２ 受取配当金 ※２ 53 517   

３ 固定資産賃貸料 ※２ 46 56   

４ その他 23 124 0.1 11 586 0.5

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 8 4   

２ 社債利息 43 ―   

３ 減価償却費 7 29   

４ 租税公課 7 6   

５ たな卸資産評価損 ― 78   

６ その他 13 80 0.0 3 121 0.1

経常利益  5,752 4.6 5,874 4.9



  

  

  
第82期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第83期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益    

１ 関係会社株式売却益 ― 49   

２ 投資有価証券売却益 161 ―   

３ 固定資産売却益 ※４ ― 161 0.1 48 97 0.1

Ⅶ 特別損失    

１ 投資有価証券売却損 7 ―   

２ 固定資産廃却損 ※５ 356 351   

３ 製品補償損失 1,100 2,268   

４ 臨時外注費 731 ―   

５ その他 45 2,240 1.8 196 2,815 2.4

税引前当期純利益  3,673 2.9 3,156 2.6

法人税、住民税 
及び事業税 

14 2,410   

法人税等調整額 1,486 1,501 1.2 △1,321 1,089 0.9

当期純利益  2,172 1.7 2,067 1.7

前期繰越利益又は 
前期繰越損失(△) 

 △1,085 848 

当期未処分利益  1,086 2,915 

     



製造原価明細書 

  

  

(脚注) 

  

  

  
第82期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第83期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 材料費     

 １ 期首原材料たな卸高 ※１ 242 424    

 ２ 当期原材料仕入高 101,142 90,910    

計 101,384 91,335    

 ３ 材料有償支給高 16,860 15,155    

 ４ 期末原材料たな卸高 ※１ 424 84,098 69.5 508 75,671 66.8

Ⅱ 労務費  18,317 15.1 18,617 16.4

Ⅲ 経費     

 １ 減価償却費 6,214 7,256    

 ２ 動力費 2,895 2,825    

 ３ 修繕費 1,206 1,028    

 ４ その他 8,218 18,534 15.3 7,957 19,067 16.8

当期総製造費用  120,951 100.0 113,357 100.0

期首仕掛品たな卸高  2,740 3,049  

合計  123,691 116,406  

当期他勘定振替高 ※２  7,526 4,892  

期末仕掛品たな卸高  3,049 3,559  

当期製品製造原価  113,115 107,954  

      

第82期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第83期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 原材料たな卸高のうちには貯蔵品が含まれてい

る。 

※１ 原材料たな卸高のうちには貯蔵品が含まれてい

る。 

※２ 他勘定振替高の内訳 

有形固定資産 2,456百万円

材料費 643 

経費 4,194 

販売費及び一般管理費ほか 232 

計 7,526 

※２ 他勘定振替高の内訳 

有形固定資産 916百万円

材料費 532 

経費 3,113 

販売費及び一般管理費ほか 330 

計 4,892 

   原価計算の方法 

(1) 自動車部分品については、材料の払出から製

品の完成まで設定標準価格により計算する総

合原価計算である。 

(2) 工作機械及び特殊製品等については、個別原

価計算である。 

(3) 原価差額は期末にたな卸資産及び売上原価に

調整することとしている。 

   原価計算の方法 

(1) 自動車部分品については、材料の払出から製

品の完成まで設定標準価格により計算する総

合原価計算である。 

(2) 工作機械及び特殊製品等については、個別原

価計算である。 

(3) 原価差額は期末にたな卸資産及び売上原価に

調整することとしている。 



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) １ 特別償却準備金取崩額、固定資産圧縮積立金取崩額は、租税特別措置法に基づく取崩額である。 

２ 特別償却準備金は、租税特別措置法に基づく積立額である。 

  

株主総会承認年月日 
第82期

(平成17年６月29日) 
第83期 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益 1,086 2,915

  
Ⅱ 任意積立金取崩額 
  

   

１ 特別償却準備金取崩額 
  

  
22 38

  
 

２ 固定資産圧縮積立金 
   取崩額 

  
28 51 28 66

     合計    1,137 2,982

    

Ⅲ 利益処分額      

 １ 配当金   181 181  

２ 任意積立金    

     特別償却準備金   108 289 13 194

Ⅳ 次期繰越利益  848 2,787

    



重要な会計方針 

  

  

項目 
第82期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第83期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

――――― 

  

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

先入先出法による低価法 

(2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

耐用年数を見積耐用年数、残存

価額を実質的残存価額とする定額

法 

(1) 有形固定資産 

同左 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりである。 

建物及び構築物 

10～70年 

機械装置及び運搬具 

７～10年 

工具器具及び備品 

２～14年 

  

  (2) 無形固定資産 

定額法 

ただし、 

自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

  

項目 
第82期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第83期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上している。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 製品保証引当金 

製品のクレーム費用の支出に備

えるため、過去の実績を基礎に翌

期以降保証期間内の費用見積額を

計上している。 

(2) 製品保証引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上している。 

なお、会計基準変更時差異

(1,092百万円)については、15年

による按分額を当該年数にわたっ

て費用の減額処理している。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により費

用処理している。 

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしている。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

  (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に充て

るため、内規に基づく必要額を計

上している。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

４ 外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理している。 

同左 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

同左 

６ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっている。 

消費税等の会計処理 

同左 



(会計処理の変更) 

  

  

(表示方法の変更) 

  

  

第82期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第83期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― 

  

  

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用している。 

これによる損益に与える影響はない。 

第82期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第83期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(損益計算書) 

前事業年度において販売費及び一般管理費の「その

他」に含めていた「製品クレーム費」は、当事業年度に

おいて販売費及び一般管理費の100分の５を超えること

となったため、当事業年度から区分掲記することとし

た。 

なお、前事業年度の販売費及び一般管理費の「その

他」に含めていた「製品クレーム費」は、58百万円であ

る。 

――――― 

  



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

項目 
第82期

(平成17年３月31日) 
第83期 

(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産に対する

減価償却累計額 
112,602百万円 117,071百万円 

※２ 授権株数 

   発行済株式総数 

普通株式 250,000,000株 

普通株式 90,655,636株 

普通株式 250,000,000株 

普通株式 90,655,636株 

※３ 自己株式 普通株式 66,209株 普通株式 83,188株 

※４ 関係会社に対する主な

資産・負債 

   (区分掲記したものを

除く) 

     売掛金 

     買掛金 

     未払費用 

  

  

  

  

19,019百万円 

4,211 

336 

  

  

  

  

18,482百万円 

2,592 

208 

 ５ 保証債務等     

    従業員の銀行借入に
対する債務保証 

621百万円 515百万円 

６ 売掛債権譲渡高 ――――― 725百万円 



(損益計算書関係) 

  

  

項目 
第82期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第83期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 他勘定振替高の内訳 

材料費 

  

  

  43百万円 

  

40百万円 

※２ 関係会社との主な取引

額 

  

            

売上高 105,617百万円 

仕入高 38,248

固定資産賃貸料 32

売上高 108,676百万円 

仕入高 28,267 

受取配当金 486 

固定資産賃貸料 30 

    

※３ 一般管理費及び当期製

造費用に含まれる研究

開発費 

  

  36百万円 34百万円 

※４ 固定資産売却益の内訳 ――――― 

  

  

  

  

機械及び装置 4百万円 

土地 42 

工具器具及び備品他 1 

計 48 

  

※５ 固定資産廃却損の内訳 建物 37百万円 

機械及び装置 304

工具器具及び備品他 13

計 356

建物 23百万円 

機械及び装置 308 

工具器具及び備品他 19 

計 351 



(リース取引関係) 

  

  

項目 
第82期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第83期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

  

取得価額 
相当額 
  

(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
  

(百万円) 

機械及 
び装置 

1,643 211 1,431

工具器 
具及び 
備品他 

1,026 571 454

合計 2,669 783 1,885

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

取得価額
相当額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
  

(百万円) 

機械及 
び装置

1,640 346 1,293 

工具器
具及び
備品他

1,053 627 426 

合計 2,693 973 1,720 

  (2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 293百万円

 １年超 1,611

 合計 1,904

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 287百万円 

１年超 1,458  

合計 1,746  

  (3) 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 511百万円

減価償却費相当額 335

支払利息相当額 24

(3) 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 329百万円 

減価償却費相当額 308  

支払利息相当額 28  

  (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  (5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっている。 

  

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リー

ス取引 

未経過リース料 

 １年内 12百万円

 １年超 10 

 合計 23 

未経過リース料 

 １年内 10百万円

 １年超 ― 

 合計 10 



(有価証券関係) 

第82期(平成17年３月31日)及び第83期(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

  

  

  
第82期 

(平成17年３月31日) 
第83期 

(平成18年３月31日) 
繰延税金資産     

貸倒引当金   17百万円 15百万円 

退職給付引当金   2,238 2,406  

製品保証引当金   1,281 1,731  

未払費用   1,712 2,354  

有形固定資産(減価償却)   2,383 2,469  

繰越欠損金   257 ―  

その他   141 339  

繰延税金資産合計   8,033 9,316  

繰延税金負債     

特別償却準備金   △100 △82  

固定資産圧縮積立金   △100 △80  

繰延税金負債合計   △200 △163  

繰延税金資産の純額   7,832 9,153  

  
第82期 

(平成17年３月31日) 
第83期 

(平成18年３月31日) 
法定実効税率   40.6％ 

(調整)       

住民税均等割額  法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効

税率の100分の５以下である

ため、注記を省略してい

る。 

0.5  
交際費等永久に損金に算入されない項
目 

0.3  

受取配当金等永久に益金に算入されな
い項目 

△6.5  

その他 △0.4  

税効果会計適用後の法人税等の負担率   34.5  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

  

(重要な後発事象) 

  

  

第82期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第83期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 530.36円 １株当たり純資産額 551.20円

１株当たり当期純利益 23.98円 １株当たり当期純利益 22.82円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がな

いため記載していない。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がな

いため記載していない。 

項目
第82期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第83期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益(百万円) 2,172 2,067

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,172 2,067

普通株式の期中平均株式数(千株) 90,596 90,582

第82期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第83期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

該当事項はない。 該当事項はない。 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価証券 その他有価証券 

㈱みずほフィナンシャル
グループ 

1,000 1,000 

㈱トウチュウ 150,000 96 

エヌデーシー㈱ 100,000 72 

名古屋臨海高速鉄道㈱ 965 48 

愛知機器㈱ 38,950 20 

ＳＳＫＫホールディングス㈱ 1,585 20 

岡田工業㈱ 100,000 18 

中部国際空港㈱ 360 18 

その他(６銘柄) 45,408 10 

小計 438,268 1,303 

計 438,268 1,303 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増減の主なものは次のとおりである。 

増加の主なもの 

  

２ 無形固定資産の金額が資産総額の100分の１以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記

載を省略している。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却累計
額(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 19,139 494 124 19,509 13,221 286 6,287

 構築物 2,490 31 2 2,519 1,734 52 785

 機械及び装置 114,410 5,508 1,914 118,003 82,868 5,793 35,135

 車両及び運搬具 874 28 44 858 640 43 217

 工具器具及び備品 20,649 1,124 1,099 20,674 18,606 1,102 2,068

 土地 5,929 ― 5 5,923 ― ― 5,923

 建設仮勘定 2,670 8,730 7,231 4,168 ― ― 4,168

有形固定資産計 166,164 15,917 10,423 171,658 117,071 7,279 54,586

無形固定資産       

 ソフトウェア ― ― ― 277 126 47 151

 電話加入権 ― ― ― 6 ― ― 6

 施設利用権 ― ― ― 8 4 0 3

無形固定資産計 ― ― ― 293 130 48 162

長期前払費用 4 ― 0 3 2 0 0

機械及び装置 熱田工場 エンジン等製造設備 2,806 百万円

  永徳工場 トランスミッション等製造設備 820  

  津工場 エンジン等製造設備 1,402  

工具器具及び備品 松阪工場 エンジン・トランスミッション等製造設備 777  

建設仮勘定 機械及び装置 6,437  

  工具器具及び備品他 1,548  

減少の主なもの    

機械及び装置 熱田工場 エンジン等製造設備 568  

  永徳工場 トランスミッション等製造設備 876  

  津工場 エンジン部分品等製造設備 296  

工具器具及び備品 貸与資産 車両用部分品等製造設備 816  

  松阪工場 エンジン・トランスミッション等製造設備 157  



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式数は83,188株である。 

２ 当期増加額及び当期減少額は、前期決算の利益処分による積立額並びに取崩額である。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 当期減少の理由 

※ 一般債権の貸倒実績率洗替額     28百万円 

  貸倒懸念債権等の戻入額       0 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 8,518 ― ― 8,518

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (90,655,636) (―) (―) (90,655,636)

普通株式 (百万円) 8,518 ― ― 8,518

計 (株) (90,655,636) (―) (―) (90,655,636)

計 (百万円) 8,518 ― ― 8,518

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 

(百万円) 11,976 ― ― 11,976

再評価積立金 (百万円) 368 ― ― 368

計 (百万円) 12,345 ― ― 12,345

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (百万円) 2,129 ― ― 2,129

(任意積立金)     

特別償却準備金 (百万円) 59 108 22 145

固定資産圧縮積立金 (百万円) 173 ― 28 144

別途積立金 (百万円) 23,750 ― ― 23,750

計 (百万円) 26,112 108 51 26,169

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 42 25 ― ※    29 38

製品保証引当金 3,156 1,518 410 ― 4,264

役員退職慰労引当金 147 41 59 ― 129



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末(平成18年３月31日)における主な資産及び負債の内容は次のとおりである。 

  

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

  

  

決済期日別内訳 

  

種類別 金額(百万円)

現金 1

預金  

 当座預金 6

 普通預金 0

 別段預金 0

預金計 8

合計 10

相手先 金額(百万円)

井高㈱ 4

ヤマハ発動機㈱ 3

高田工業㈱ 2

富士機工㈱ 2

三立興産㈱ 0

合計 13

期日 金額(百万円)

平成18年４月満期 2

  〃  ５月満期 3

  〃  ６月満期 7

  〃  ７月満期 1

合計 13



③ 売掛金 

  

(注) スズキ㈱ほか 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記当期発生高には消費税等が含まれている。 

  

④ たな卸資産 

  

  

相手先 金額(百万円)

日産自動車㈱ 18,482

ルノーS.A 780

 フォードモーターカンパニー 243

ジヤトコ㈱ 138

ニッサンパワートレイン(タイランド) 119

その他 (注) 443

合計 20,207

前期繰越高 
(百万円) 
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
(Ｄ) 

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(ヶ月)
(Ｄ) 

(Ｂ)×１／12 

23,174 125,757 128,724 20,207 86.43 1.93

科目 金額(百万円) 

製品 自動車部分品 188

原材料 

部分品 70

鋼材、地金ほか 70

合計 141

仕掛品 

自動車部分品 2,707

その他 851

合計 3,559

貯蔵品 

補助材料 30

消耗工具器具ほか 336

合計 367



⑤ 支払手形 

  

  

期日別内訳 

  

⑥ 買掛金 

  

  

  

相手先 金額(百万円)

㈱大紀アルミニウム工業所 328

明興工業㈱ 105

大岡技研㈱ 103

鈴木鉄工㈱ 61

㈱英神 18

その他 58

合計 675

期日 金額(百万円)

平成18年４月満期 248

  〃  ５月満期 192

  〃  ６月満期 233

  〃  ７月満期 1

合計 675

相手先 金額(百万円)

日産自動車㈱ 2,472

㈱日立製作所 946

熱田工業㈱ 573

㈱タック 573

愛知機器㈱ 503

その他 9,338

合計 14,408



⑦ 未払金 

  

  

⑧ 未払費用 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はない。 

  

相手先 金額(百万円)

東芝機械㈱ 365

七宝金型工業㈱ 230

㈱日産クリエイティブサービス 223

岡谷鋼機㈱ 218

㈱日平トヤマ 216

その他 2,961

合計 4,214

相手先 金額(百万円)

GM大宇自動車技術㈱ 3,050

三立興産㈱ 235

中部電力㈱ 164

㈱日産クリエイティブサービス 102

日産自動車㈱ 94

その他 4,148

合計 7,795



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) １ 平成18年６月29日開催の取締役会の決議により、株式取扱規則一部変更が行われ、株券の種類は次のとおりとなった。 

２ 平成18年６月29日開催の第83回定時株主総会の決議により、定款一部変更が行われ、公告掲載方法は次のとおりとなっ

た。 

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 

１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、
100,000株券 
但し、1,000株未満の株式数を表示した株券については法令により発行が認められる
場合を除き発行しない 

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 名古屋市中区栄三丁目15番33号 中央三井信託銀行株式会社 名古屋支店証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき210円(消費税額を含む)

株券喪失登録   

  株券喪失登録申請料 申請１件につき9,030円(消費税額を含む)

  株券登録料 １枚につき525円(消費税額を含む)

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 名古屋市中区栄三丁目15番33号 中央三井信託銀行株式会社 名古屋支店証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 

株券の種類 
100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券
但し、100株未満の株式については、その株数を表示した株券を発行することができ
る。 

公告掲載方法 

電子公告
但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができな
い場合は、日本経済新聞に掲載して行う。なお、電子公告は当会社のホームページに
掲載しており、そのアドレスは次のとおりである。http://www.aichikikai.co.jp/ 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、「企業内容等の開示に関する内閣府令」(昭和48年大蔵省令第５号)第三号様式記載上の注意(49)eに規定す

る親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

(1) 
  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

  
事業年度 
(第82期) 

  
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

(2) 
  
臨時報告書 
    

  
    

  
    

平成17年９月15日 
関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号に基づく臨時報告書である。

  

(3) 
  
半期報告書 
  

  
(第83期中) 

  
  
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

  
平成17年12月16日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はない。 

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

愛知機械工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている愛知機

械工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、愛

知機械工業株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  
  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  鈴  木  和  男  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  太  田  建  司  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  渡  辺  眞  吾  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

愛知機械工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている愛知機

械工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、愛

知機械工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  
  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  鈴  木  和  男  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  太  田  建  司  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

  公認会計士  渡  辺  眞  吾  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

愛知機械工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている愛知機

械工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第82期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、愛知機

械工業株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

  
  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  鈴  木  和  男  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  太  田  建  司  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  渡  辺  眞  吾  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

愛知機械工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている愛知機

械工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第83期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、愛知機

械工業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

  
  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  鈴  木  和  男  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  太  田  建  司  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  渡  辺  眞  吾  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してい

る。 
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